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税務情報 

2025年度税制改正 － 所得税関連の法令解釈通達の発遣 

国税庁は、2025年度税制改正に対応した以下の改正通達を発遣しました。 

 「所得税基本通達の制定について」の一部改正について（法令解釈通達）
（2025年 6月 30日付）

この改正通達では、たとえば以下の通達の新設や改正が行われています。 

【人的控除等】 

2025年度税制改正では、人的控除等に関し、特定親族特別控除が創設されると
ともに、基礎控除及び給与所得控除の改正並びに配偶者控除及び扶養控除等の
所得要件の改正が行われました。これに伴い、特定親族特別控除に関する通達
（84の 2－1、84の 2－2、195の 3－1）が新設され、既存の人的控除等に関連
する通達が改正されています。 

【リース税制】 

2025年度税制改正では、昨年 9月に企業会計基準委員会から公表された企業会
計基準第 34号「リースに関する会計基準」を踏まえ、リース取引に係る税制上
の取扱いの整備が行われました。これに伴い法人税基本通達の改正（*）が行われ
ましたが、所得税基本通達においても同様にリース税制に関連する通達が改正
されています。 

 「租税特別措置法（株式等に係る譲渡所得等関係）の取扱いについて」等の
一部改正について（法令解釈通達）（2025年 6月 23日付）

3つの通達が改正されており、そのうち「第 1『租税特別措置法（株式等に係る
譲渡所得等関係）の取扱いについて』（法令解釈通達）」(PDF 351KB)では、2025

年度税制改正における、エンジェル税制に係る繰戻し還付制度の創設による再
投資期間の延長や再投資非課税措置の適用制限に関する改正に伴う通達（37の
13ー4～37の 13－10）が新設されています。 

（*） 法人税基本通達の改正については、e-Tax News No.334「2025年度税制改
正 － 法令解釈通達の発遣」（2025 年 7 月 2 日発行）でお知らせしていま
す。 
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*** 

上記のほか、「租税特別措置法に係る所得税の取扱いについて」の一部改正につ
いて（法令解釈通達）」（2025年 6月 30日付）も発遣されています。 
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